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｢市町村長による成年後見制度に基づく後見開始の審判等の請求に 

係る基準等の基本的考え方及び手続の例示について｣のＱ＆Ａに 

ついて 

 

 老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 32 条、精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号）第 51 条の 11 の２及び知的障害者

福祉法（昭和 35 年法律第 37 号）第 28 条に基づく市町村長による後見等の開

始の審判請求（以下「市町村長申立て」という。）に関しては、｢市町村長によ

る成年後見制度に基づく後見開始の審判等の請求に係る基準等の基本的考え方

及び手続の例示について｣（令和３年 11 月 26 日付け障障発 1126 第１号、障精

発 1126 第１号、老認発 1126 第２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障

害福祉課長、社会・援護局障害保健福祉部精神保健福祉課長、老健局認知症施

策・地域介護推進課長連名通知）において、市町村長申立基準及び虐待事案等

における親族調査の基本的な考え方を示すとともに、市町村長申立の手続の例

示を見直したところですが、今般、個別事案等の考え方について、別紙の通り

Ｑ＆Ａを作成したので、ご参考までに送付いたします。 

 

 

 

 

 

 

都道府県 

市 町 村 



別 紙 

 

 

 それぞれ下表右欄の市町村が原則として市町村長申立てを行うこととする。 

ア 生活保護を受給しながら介護保

険サービス、障害福祉サービスを

利用している場合又は医療機関

に入院している場合（※１） 

生活保護の実施機関 

（都道府県が実施機関である場

合を除く。） 

イ 措置を受けて介護保険サービス

又は障害福祉サービスを利用し

ている場合 

措置の実施機関 

（措置から契約に切り替わった

場合を除く。） 

ウ 住所地特例（居住地特例）対象施

設に入所し、介護保険サービスと

障害福祉サービスを双方利用し

ている場合 

対象者の生活の維持にとってよ

り中心的であるサービスを所管

する市町村（保険者又は支給決定

市町村） 

エ 生活保護を受給せず、介護保険サ

ービス、障害福祉サービスの利用

もない場合  

本人の居住地のある市町村（※

２） 

ただし、長期入院患者の場合は、

本人が退院後入院前の居住地に

居住することが予定されている

ときは、入院前の居住地の市町村

が申し立てを行うこと。 

（※１） 例示として以下のような場合が考えられる。 

・ 住民基本台帳上、住所は存在するが既に家財等を処分し居所ではな

くなっており、現在地（医療機関）には住所を変更できない場合。 

・ 入院中のため介護保険サービス等は不要である場合。 

（※２） 住民票を移さずに別の市町村に居住実態があることも想定されるた

め、形式的に住所地で判断はしない。 

 

ただし、都道府県がすでに所管域内の調整を円滑にする独自のルールを定

めている場合や、自治体間で合意がある場合はこの限りではない。また、都

道府県と政令市の協議により、都道府県の判断機能を政令市に依頼すること

も差し支えない。 

                       

 

 

Ｑ１ 本人が複数のサービスを利用し、保険者市町村と支給決定市町村が異

なる場合や、長期入院患者の場合等における市町村長申立てについて

は、いずれの市町村が市町村長申立てを行うべきか？ 



 

 

以下の考慮事項を総合的に勘案して、原則として関係市町村が協議の上で

決定すること。 

 

（考慮事項） 

ア 本人の状態像や生活実態を把握していることも重要であること。 

イ 本人への関わりは成年後見の申立てで終了ではなく、本人の権利擁護

支援に取り組むチームに後見人等が参加し、どのような支援を行ってい

くかを継続して検討していく必要があること。（市町村としては受任調

整や成年後見制度利用支援事業による関わりがあること。） 

ウ 審判の請求は本人住所地を管轄する裁判所にて行う必要があること。 

 

なお、１ヶ月間を目処として市町村間での協議が整わない場合は、本人の

権利擁護に支障を来すことがないように、市町村から都道府県に協議を行い、

都道府県において判断すること。 

都道府県をまたぐ場合においては、本人の権利擁護支援が可能な限り迅速

に行われるよう、都道府県間で協議の上、判断すること。 

 

 

  

都道府県間で協議が難航した場合は、それぞれの同意の下、具体的な論点

を明らかにして、下記の照会先までメールにて送信すること。 

（知的障害者に関する相談の場合） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活支援推進室 

 E-mail:soudan-shien@mhlw.go.jp 

（精神障害者に関する相談の場合） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課 

 E-mail:seishin-hourei@mhlw.go.jp 

（高齢者に関する相談の場合） 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 

 E-mail:ninchisyo@mhlw.go.jp 

Ｑ２ Ｑ１の原則に依りがたい特別な事情がある場合においては、いずれの

市町村が市町村長申立てを行うべきか？ 

Ｑ３ 都道府県間の協議が難航した場合はどのように取り扱うべきか。 

 

 


